平成２２年度第２回射水市少子化対策推進委員会

及び射水市子ども施策推進委員会会議録
日時　平成２２年１１月１６日(火)

午後１時３０分から　　　　　　　　　　　　

場所　射水市役所新湊庁舎
２階大会議室 　　

出席者　明橋委員（代理　田辺氏）清水委員

　　　石津委員　　　　　　　　高島委員

楠井委員　　　　　　　　津田委員

肥田委員　　　　　　　　平野委員

小林委員　　　　　　　　前田委員

佐々木委員

　　　　　

欠席者　堀田委員

　　　　前手委員

　　　　山崎委員

事務局　松岡福祉保健部長

　　　　荒木福祉保健部次長

　　　　泉子ども課長（代理　川室課長補佐）

　　　　衞少子化対策係長、田中主任
〈協議事項〉

（1） 射水市少子化対策及び子ども施策に関する推進計画にかかるアンケート調査結果
について　　
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	（衞係長より調査結果説明、来年度に向けての調査票の修正箇所の提案）

　ただいま、事務局からアンケート調査結果の説明や来年度に向けての調査票の修正箇所の提案などあったが、意見、感想ないか。

問７の｢オ　いじめたひとは学校に来られない｣という回答項目について、学校側からの指摘により来年度の調査項目から省いていくという提案があったが、これは子どもたちの意見をすいあげる具体的な項目であり、あった方がいいのではないか。実際にこの項目を選んだ子どもがおり、意見の現れである。なくすまでしなくても、表現を変えるなどして、子どもたちの意見をすいあげるような形で再検討いただきたい。
確かにこの回答は、子どもたちが実感していることの現れである。また、市がアンケートする場合に、そういうふうに誘導したと受け取られるところが不利に思うが、この二点について、皆さんいかがか。

具体的な回答がたまたまこれだった。こういった回答がすべて｢こうしてほしい｣というような誘導的なものにもっていかれるのは困る。検討してほしい。
その他ないか。

２８ページにある自由記載欄中｢中学２年生｣の上から５行目に『～携帯電話を持たせないようにしてほしい』とあるが、｢携帯電話｣については、射水市Ｐ連としても教育環境問題委員会の大きなテーマとしてとらえている。イジメとの因果関係もあり、市の方ではどのように考えているか。
教育委員会との連携も必要であり、この場では判断しかねる。今後検討させていただきたい。

｢携帯電話｣そのものに問題があるのではなく、人権にからむネットの部分に規制をかけていかないと、根本的な解決にならない。｢携帯電話｣は大変便利だが、使い方ひとつ。一人ひとりが権利を尊重する理念をもっていれば、人の権利を奪うことも心配することもなくなる。そういう基本的な育ちの部分に光をあてないで規制をかけても実際の効果薄いのでは。

｢携帯電話｣については、さきほど市Ｐ連の平野委員が言われたように、中学校でもトラブルが起こっている。｢携帯電話｣を持ち込まない、という方針は生徒に伝えてある。使い方のマナーを保護者と一緒に子どもに伝えていかなければならない。永遠の課題である。

保護者はどう考えているのか。

先日、三年のあるクラスで｢携帯電話｣について話し合われた。印象に残っているのは、親に｢みんなが持っているから｣｢○○のため必要だから｣と理由をあげれば、安易に買ってもらっている現状があるということ。買うということは親の責任であり、親がしっかり判断してほしいところである。

親の立場では、｢携帯電話｣に関する情報が入ってくるたび、できれば持たせない方がいいと思っている。昔からどんなところにもイジメはあったが、｢携帯電話｣がさらにイジメを深刻化させている。本来の人間としての理性を働かせる部分の修復はなかなか難しいので、まずは｢携帯電話｣を問題として取り上げている。

｢携帯電話｣がイジメを助長しているということだが。

小学生の所持率は、１割に満たない。情報モラルの教育は４年生から行っている。

具体的に、｢携帯電話｣とイジメはどう関係しているのか？

学校の裏サイトというものがあり、そこに接続するといろんな書き込みができるようになっている。特定の人に対する悪口を書き込み、それを見た本人が傷付く。子どもたちの中だけで見ることができ、先生や親からは分からないようなサイトになっている。

そういった掲示板を見つけて消していく作業も大変だと聞いている。いたちごっこのようなもの。

今日の読売新聞にも、｢携帯電話｣に関する記事が載っていた。親御さんにも読んでいただきたい内容であった。
問１４の修正案についてはどうか。

順序を逆にするという提案があったが、そもそも二つの項目が意味の違うものであったから答えにくかったのではないか。未回答が多かった理由もそこからくるのではないか。

私もそう思う。二つの設問に分けてしまえばいいのではないか。

検討する。

アンケートの回答場所が気になる。書いている場所はどこであったのか。

学校に任せてある。学校や自宅、まちまちであるということが、返ってきた封筒の様子で感じた。統一ではない。
問６－１で、学校でのつらい体験を書かせているが、クラス内で書く場合、どれだけ本当のことが書けるか、ということが気になる。

本当にイジメがある場合、書けないのでは。書く場所検討した方がいい。実際にイジメをうけている子どもは、相談窓口知っているのか。アンケートと一緒に配ったりしているのか。

配っていない。

相談窓口の周知方法は？

小杉庁舎にある『子どもの悩み総合相談室』のチラシについては、年二回休み（夏休み、冬休み）明けに、小中学校全校生徒に配付し周知を図っている。
アンケートの実施場所を統一することは可能か。

今の段階では何とも言えない。

自宅に統一した場合、回収率は多少下がるだろう。今回は素晴らしい回収率になっているが。

集計作業をしていて感じたことだが、小学生にとっては、子ども条例や権利など難しい項目もでてきて、アンケートの終盤にかけて息切れしているのがみてとれた。

学校関係者とすれば、内容がどうなっているか気になる。学校や地区による差はあったのか。
『子どもの悩み総合相談室』や『子どもの権利支援センター(ほっとスマイル)』が小杉地区にあることから、地区別の集計はとってみたが、大差はなかった。学校別にみても数値的な大差はなかった。

保護者には知らせるのか。

このあと、ＨＰには載せ、周知を図る。

ＨＰだけか。
今のところＨＰだけ考えている。

　他に意見ないか。
アンケートの結果がでて、何が問題として浮き彫りになったか。おおむね良かったのか、どうか。

個別に“寂しい、つらい”はあるものの、全体として“楽しい”多くほっとした。自由記載欄に書かれたものはすべて、学校ごとに返す予定でいる。ショックだったのは、子ども条例や子どもの権利についての認知度が低いこと。さらなる周知を図っていきたい。

“つらい”と思っている子どものうち、相談にいたっていない子はどうするか。イジメによる自殺の事件があったが、文科省からの通知で学校にアンケートをとるということを聞いたが。

アンケートしなさいという通知ではなく、今後もアンケート調査などをし、きちんと把握するようにという通知であったと認識している。
アンケート結果は、学校以外のＰＴＡ、教育委員会、児童委員、主任児童委員にも配付されるのか。ぜひお願いしたい。
教育委員会には、すでに見せている。あとはどんな風に周知すればいいものか。

主任児童委員の立場から言わせてもらうと、今は個人情報保護の問題もあり、各学校でおきている問題について把握できていない。まずは、把握することが解決の第一歩。ＰＴＡなどいろんなところにコミュニケーションを図って認めていくことが周知につながる。

検討する。

子どもの人権を守る立場から、最近の人権擁護委員としての活動状況を話したい。

（活動状況報告）

　・ＳＯＳミニレターを小中学生全生徒に配付した。昨年は県下中で７２件のミニレターがきた。返事は一件一件している。
・市内中学校７校をローテーションで回る人権教室を開催。

・最近、話題のネットや携帯の裏側がテーマとなっている新しいＤＶＤが出た。法務局で貸し出ししているので、ぜひいろんなところで利用していただきたい。

ＳＯＳミニレターなどで、具体的なイジメの事例がおこっていることが分かったときはどうするのか。学校と子どもの間に入って調整されることもあるのか。
一応、手紙の内容は秘密になっているが、人権侵害に該当する場合は校長先生に、それだけではおさまらない場合は児童相談所に、それ以上になると警察に入ってもらい、解決につなげていくこともある。

虐待などは、子ども自身虐待だと感じていない場合がある。周りの目が大事。学校とコミュニケーションを図って対応する必要がある。情報交換会をしないと分からない。

アンケートは、｢実施した｣で終わるのか。その後どうするのか。

推進計画の数値目標のために行っているというのがある。

この数値を学校と共有して、子どもたちの悩みの解決につなげていきたい。

｢携帯電話｣においては、小学生にとっては善･悪の区別もつかない。小・中学生の考え方の違いも理解したうえで、個人的な意見ではなく、もっと真剣に考え、指導していただきたい。

アンケート調査の実施場所についてだが、家庭に持ち帰ると親が入り、偏った調査結果になりかねない。調査は学校でやるべきもの。多少の問題点はあるが、家庭よりも学校で行うべき。

　それでは、アンケート調査結果についての意見をまとめたい。

1 問14については、二つの設問に分ける方向で検討する。

2 アンケートは、学校での実施の方向で検討する。

3 集計結果の配付先を検討する。→学校への配付のほか、ＨＰでの

公開、児童委員等への資料提供も行う。
④ 問７のオの項目の表現方法を検討する。できる限り子どもの気持ちをすくうようなやり方にする。


（2） 射水市次世代育成支援行動計画及び射水市子どもに関する施策推進計画の平成
２１年度実績（確定）について
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	（衞係長より資料説明）
今回あらたに数字が入った。

子どもの権利の認知率が下がったことについて、何か要因は考えられるか。
対象となった子どもたちにとっては、初めての調査だったということもあると思うが。

他に何かあるか。自由に意見を言っていただきたい。

健診の受診率が気になる。１００％目指してほしいところ。お母さんたちの意見として、初めての健診時に保健師から健診時に傷付くことを言われたので、健診に行くのをためらうという声をよく耳にする。

そのような状況があるというのは担当課に伝え、お母さん方への対応や満足度を高められるよう努めたい。健診率１００％はどこの自治体も目指すところだが、射水市においては、ほとんどが住所の実態のない外国人だと把握している。健診にこられなかった方へは必ず案内し、保健師が訪問して対応している。

｢子どもの権利｣について。昨年、明橋先生主催の子どもの権利条約の全国大会が富山県で開催され、参加させてもらった。｢子どもの権利｣の意味が大人の中でも把握できていない。｢権利｣というのは｢人権｣である。｢権利｣というと子どもだけに与えられた特権というふうにイメージされがち。勘違いしている大人もいるし子どももいる。｢人権｣や｢権利｣｢特権｣と区別した方がわかりやすいのではないかと思う。
学校において、教育する場はあるのか。

６年生の社会科、特別活動の場で学習する。

それは６年生にならないと学習できないのか。

教科で言えば。

なぜ｢人権｣でなく｢権利｣なのか。
訳し方ではないか。昨年富山で行われた子どもの権利条約フォーラムでは実行委員をしており、つい先日も開催地である仙台へ行ってきたのだが、｢権利｣という言葉にはいつも悩まされている。誤解を招きやすく、いいネーミングがないものか絶えず議論しているところ。条約も難しく書かれている。

言葉の使い方ひとつだと思う。

｢人権｣という概念は新しい。射水市では分かりやすい｢人権｣に置き換えてみてもいいのでは。

いかがか。私にとっては｢人権｣という言葉ですらよく理解していないのだが。
『子ども条例』は、各家庭に配られたことあるか。

しばらく配付していないので、次回１月に『子どもの悩み総合相談室』のチラシを配付する際、『子ども条例（子ども用）』のリーフレットも一緒に配付し、周知を図っていきたい。
子ども用の条例のリーフレットに主な相談窓口が三つ載っているが、何か区分けはあるのか。子どもにとっては、どの窓口に相談したらいいのか迷ってしまう。それぞれの役割もわからない。
それぞれに注釈をいれるということか。

できれば相談窓口を一本化するとか。

伝え方の問題があると思う。普通、最初はおおまかな総論から入って各論というふうな伝え方をするが、総論の部分にあたる｢子ども条例｣とか｢子どもの権利｣が当たり前なことを言っているため、余計に全体を分かりづらくしている。各論の部分である相談窓口を分かりやすく伝えることで、総論の部分が理解し始められるということもある。こままでは、当たり前のことしか書かれておらず、子どもには伝わらない。具体的なところから入れば最初の大事なところが理解できてくる。もっと違った伝え方があるのでは。
いかがか。

構成については、具体例から入ったやり方で再検討したい。

他には。

ないようなら、これで本日の会議を終了したい。


松岡福祉保健部長あいさつ
閉　会　　１４時５５分
